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日常生活の中で様々な化学物質が利用され、現代社会にとって化学物質は不可欠なものに

なっています。同時に、化学物質による環境問題や安全性に対する関心が高まり、化学物

質の適正な管理に関する世界的な取り組みが行われています。 

1992 年の「地球サミット」において、経済発展と環境保全の両立を目指した持続可能な

発展のための行動計画アジェンダ 21の中に化学物質対策の具体的なアイデアが取りまとめ

られました。その後、国際的な動きが活発になり、2002 年の「持続可能な開発に関する世

界首脳会議」では、地球環境問題の解決に向けた実施計画が合意され、2006 年の「国際化

学物質管理会議」にて、国際的な化学物質管理に関する戦略的アプローチ（SAICM：Strategic 

Approach to International Chemical Management）が採択されました。SAICMには、科学的な

リスク評価に基づくリスク削減を進めることなどが定められています。 

わが国では、1973 年にヒトの健康を損なう恐れがある化学物質の環境汚染を防止するた

めに化学物質審査規制法が世界に先駆けて制定されましたが、2010 年に施行される法律の

一部改正において、ハザード（固有の有害性）に基づく従来の化学物質管理からリスクベ

ースに変更される予定です。 

 

このように化学物質のヒト健康や環境影響がリスクに基づいて行われるようになってい

る中で、日本石鹸洗剤工業会は家庭用洗剤原料のリスク評価に取組んでいます。本報告書

は、食器用洗剤、シャンプー、全身洗浄料などに使用されている界面活性剤アミンオキシ

ドについて、経済協力開発機構（OECD）の高生産量化学物質安全点検プログラムによる

SIDS Initial Assessment Report（2006年）や新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

の化学物質初期リスク評価書（2007 年）を参考にしながら、わが国の使用実態を考慮した

ヒト健康と環境の影響をリスク評価したものです。アミンオキシドの安全性について、理

解を深めていただければ幸いです。 
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要約 

 

 N,N-ジメチルアルキルアミン=N-オキシド（略称：アミンオキシド、AO）は両性界面活

性剤であり、主に起泡力や洗浄性を高める目的で台所用洗剤やシャンプー等に配合されて

います。これまでに、日本石鹸洗剤工業会ではアミンオキシドについてリスク評価を行い、

通常想定される使用条件下においては、ヒト健康および環境に影響を及ぼすリスクは小さ

いと報告しています（日本石鹸洗剤工業会, 2001, 2004）。その後、日本や OECD等によって

アミンオキシドのリスク評価が実施され、最新のデータが追加されました。そこで、当工

業会では、これら最新の情報に基づき日本国内におけるヒト健康影響と環境影響に関する

リスク評価を再度行いました。 

 

 化学物質のリスク評価は、有害性評価と暴露評価に基づいて行われます。アミンオキシ

ドのヒト健康影響評価は、飲料水からの経口摂取と消費者製品からの暴露（野菜、食器へ

の残留による経口摂取、台所用洗剤、シャンプーからの経皮吸収）を想定し、安全性試験

結果から得られた無毒性量（NOAEL）をヒトの推定暴露量（EHE）で除して暴露マージン

（MOE）を求め、これと不確実性係数を比較することにより評価しました。その結果、ア

ミンオキシドは、ヒト健康に対して影響を及ぼすリスクが低いことが分かりました。 

環境影響評価は、最新の環境モニタリングデータと水系暴露濃度予測モデル

AIST-SHANEL（AIST-Standardized Hydrology-based Assessment tool for chemical Exposure 

Load）を用いて推定した予測環境濃度（PEC）と水生生物毒性試験結果から得られた予測無

影響濃度（PNEC）を比較することにより評価しました。その結果、環境に対しても影響を

及ぼすリスクが低いことが分かりました。
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1. 化学物質の同定 

アミンオキシド (AO)は、一般構造式が R3N+-O−（別表記として R3N=O、R3N→O）と表

される化合物群のことです。AOは通常、三級アミンやピリジンなどの複素環式化合物を酸

化して合成されます。特に長鎖アルキル基を持つ AOは両性界面活性剤とされ、起泡力や洗

浄性を高めるために、台所用洗剤等の液体洗剤に配合されています。 

 

1.1 物質名および CAS登録番号 

AO の CAS 登録番号を表１に示します。このリスク評価書では、このうち日本国内で主

に使用されている R－N+(CH3)2Oの Rの部分が C12 の N,N－ジメチルドデシルアミン=N－

オキシド（C12AO）および C10から C16の混合 AOについて評価します。 

 

表 1. アミンオキシドの CAS登録番号 

物質 CAS登録番号 名称 

C10AO 2605-79-0 N,N－ジメチルデカンアミン=N－オキシド 

C12AO 1643-20-5 N,N－ジメチルドデシルアミン=N－オキシド 

C14AO 3332-27-2 N,N－ジメチルテトラデカンアミン=N－オキシド 

C16AO 7128-91-8 N,N－ジメチルヘキサデカンアミン=N－オキシド 

C10-16AO 70592-80-2 N,N－ジメチル C10-16アミン=N－オキシド 

ヤシ AO 61788-90-7 N,N－ジメチルヤシアルキルアミン=N－オキシド 

 

1.2 構造式 
         CH3 

      ｜ 

 CnH2n+1－N → O   (n=10～16) 

         ｜ 
CH3 

      

1.3 分子式および分子量 
C10-16AOの分子式および分子量を表 2に示します。 

 

表 2. C10-16AOの分子式および分子量 

物質 分子式 分子量

C10AO C12H27NO 201.35 

C12AO C14H31NO 229.40 

C14AO C16H35NO 257.46 

C16AO C18H39NO 285.51 
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2. 物理化学的性状 
 C10-16AO（平均アルキル鎖長 C12.6）とアルキル鎖長別 AOの物理化学的性状を表 3-1およ

び表 3-2に示します。 

 

表 3-1. 平均アルキル鎖長 C12.6AOの物理化学的性状 

項目 C12.6AO 文献 

融点（℃） 130.5 Devinsky et al. (1985) 

沸点（℃） 沸騰前に分解 TSCA ITC (1983) 

蒸気圧（Pa） 4.6×10-5 TSCA ITC (1983) 

解離定数 4.1 The Procter&Gamble Co. (2002A) 

水溶解度(g/L) 409.5 The Procter&Gamble Co. (2002B) 

n ｰｵｸﾀﾉｰﾙ／水分配係数（log値） <2.7 The Procter&Gamble Co. (2002C) 

 

表 3-2. EPIWIN (ver 3.0)で予測したアルキル鎖長別の AOの物理化学的性状 

項目 C10AO C12AO C14AO C16AO 

融点（℃） 152.6 168.0 183.3 198.7 

沸点（℃） 403.4 426.6 449.8 473.0 

蒸気圧（Pa） 4.6×10-5 2.1×10-5 1.5×10-6 2.6×10-7

  

 

3. 発生源情報 
3.1 製造・輸入量 

2004年から 2008年までの 5年間の製造、輸入量等を表 4に示します。2008年の C12AOの

国内供給量は 4225トンとなっています（日本石鹸洗剤工業会、日本界面活性剤工業会調査）。 

  

表 4. AOの製造・輸入量等 

年 2004 2005 2006 2007 2008 

製造量（t） 4179 2542 2629 2930 2568 

輸入量（t） 2213 4539 2017 1863 1706 

輸出量（t） 73 73 62 60 49 

国内供給量（t） 6319 7008 4584 4733 4225 

*国内供給量＝製造量＋輸入量－輸出量 

 

3.2 用途情報 
 AOの用途およびその使用割合を表 5に示します（日本石鹸洗剤工業会、日本界面活性剤

工業会調査）。AO は、起泡力や洗浄性を高める目的で、主に台所用等の家庭用洗剤、次い
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で業務用洗剤に用いられ、またシャンプー等にも配合されています。 

 

表 5. AOの用途別使用割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 排出源情報 
4.1 化学物質排出把握管理促進法に基づく排出量 
 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（化管法）

に基づく 2008年度集計結果によると、AOは届出事業者から大気へ 0トン、公共用水域へ 2

トン排出され、廃棄物として 56トン、下水道に 4トン移動しています。また、届出外排出

量として届出対象外事業者から 1138トン、非対象業種から 94トン、家庭から 906トンの排

出量が推計されています。家庭からの公共用水域への排出量推計は、AOの公共用水域への

移行率1に家庭用製品用途の AO の製造・輸入量を乗じて計算され、下水処理場や合併浄化

槽などの排水処理設備が整っていない場合に推計されます。ちなみに家庭などから下水道

等の排水処理施設への移動量は 2847トンと推定されています。 

 

4.2 排出シナリオ 
 AO は国内で 2568 トン（2008 年）製造されていますが、その排出原単位は 0（日本化学

工業協会調査）であるので、AOの製造段階での排出はないものと推定できます。一方、AO

の使用段階での排出については、用途情報、PRTRデータから判断して、その主な排出経路

は、家庭における洗浄剤の使用に伴う公共用水域への排出、下水道等の排水処理施設への

移動と考えられます。 

 

                                                        
1公共用水域への移行率＝１－（下水道普及率＋合併処理浄化槽整備率×合併処理浄化槽の

除去率） 
 

用途／年 
割合(%) 

2004 2005 2006 2007 2008 

台所用、風呂用等の家庭用洗剤 88.0 80.5 84.3 82.7 88.1 

業務用洗剤 7.0 16.5 11.4 13.9 9.6 

シャンプー等 2.7 1.6 1.9 1.6 1.4 

香粧・医薬品工業 1.2 0.7 0.9 0.7 0.4 

その他 1.1 0.7 1.5 1.1 0.5 

合計 100 100 100 100 100 
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5. ヒト健康リスク評価 
ヒト健康にかかわる有害性データは、NEDO化学物質の初期リスク評価書には C12 AOに

ついて、また、SIDS Initial Assessment Report For SIAM 22（DRAFT）には C12 AOを含めア

ルキル鎖長の異なる AOについて詳しく記載されています。いずれも、急性毒性、刺激性お

よび腐食性、感作性、反復投与毒性、生殖発生毒性、遺伝毒性ならびに発がん性の安全性

評価項目について幅広く情報収集されています。この評価書ではこれらの概要をご紹介致

しますので、詳細は各評価書をご参照下さい。 

また、国内の消費者製品における AOの配合量やこれらを使用した時の暴露経路等を考慮

したヒトの推定暴露量（EHE）を算出し、これと反復投与毒性試験から得られた無毒性量

（NOAEL）とを比較して，AOのヒト健康への影響を評価しました。 

 

5.1 有害性評価 
5.1.1 急性毒性 

C12 AOについて、経口投与での半数致死量（LD50）はマウスで 2146～2700 mg/kg、ラッ

トで 1267 mg/kg、腹腔内投与での LD50はマウスで 375 mg/kg、ラットで 271 mg/kg、皮下投

与での LD50 はマウスで 434～457 mg/kg と報告されています（The Procter & Gamble Co., 

1976B, 1978I; U.S. NIOSH, 2002; 西田, 1990）。 

C12以外のアルキル鎖長を含む C10-16 AO については、経皮投与での急性毒性はウサギを

用いた 3つの試験より、限度用量である 2 mL/kg（520mg AO/kg に相当）の投与で動物の死

亡は認められなかったことが報告されています。また、経口投与での急性毒性はラットを

用いた試験より、LD50 は 846 ～3873 mg/kg (C10-18 AO)の範囲にあることが報告されていま

す（The Procter & Gamble Co., 1978A, 1978B, 1978C, 1978D; Hoechst AG, 1978, 1983A, 1987; 

Onyx Chemical, 1985A, 1985B）。 

 

5.1.2 刺激性および腐食性 
C12 AOについて、ウサギの皮膚に 2 mg を 24 時間適用した試験およびウサギの眼に 1%

溶液を適用 (適用時間不明) した試験が実施されており、いずれも強度の刺激性であること

が報告されています（U.S. NIOSH, 2002）。 

C12を含めたアルキル鎖長の異なる各種 AOについては、ウサギを用いた一連の試験より、

皮膚または眼に対する刺激性は低濃度（1 %）では認められず、5 %で中等度、高濃度（~30 %

水溶液）ではさらに強くなることが報告されています。また、眼に対しては暴露後の洗浄

により刺激性は低減することも報告されています（Onyx Chemical Co., 1973A, 1973B, 1986; 

Hoechst AG, 1978B, 1983B, 1983C, 1983D; The Procter & Gamble Co., 1978E, 1978F, 1978G）。 

 

5.1.3 感作性                                           
 モルモットにC12AO の 0.2 %溶液の 0.1 mL 皮内投与およびこの 1 週間後に 1.0 %溶液 0.3 
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mL の背部皮膚 48時間閉塞適用によって感作誘導し、感作誘導の 2週間後に 0.25 %および

0.5 %溶液で感作誘発を行った試験（Maximization法）が実施されていますが、感作性は認

められなかったことが報告されています（西田, 1990）。また、モルモットに C10-16 AO（as is）

を 1回／週の頻度で 3回適用することによって感作誘導し、感作誘導の 2週間後に 10 % (v/v) 

溶液で感作誘発を行った試験（Buehler 法）が実施されていますが、感作性は認められなか

ったことが報告されています（The Procter & Gamble Co., 1978H）。 

 

5.1.4 反復投与毒性 
反復投与毒性試験の概要を表 6 に示します。ラットを用いた混餌投与による反復投与毒

性試験より、AOの NOAELについて、91日間の反復投与毒性試験では雄で 63 mg/kg/day、

雌で 80 mg/kg/day、また、104週間の慢性毒性／発がん性併合試験では雄で 42.3 mg/kg/day、

雌で 52.6 mg /kg/dayであることが報告されています。 

 

表 6. 反復投与毒性試験の概要 

動物種 
AO 

投与経路 

投与

期間 

NOAEL 

(mg/kg/day)

LOAEL 

(mg/kg/day) 

投与量 

(mg/kg/day) 
文献 

ラット 

C10-16 AO  

経口投与 

（混餌） 

91日 
雄 63 

雌 80 

雄 112  水晶体混濁 

雌 150 体重増加抑制 

雄 0, 63, 112, 236 

雌 0, 80, 150, 301 

The Procter & 

Gamble Co. 

(1980) 

ウサギ 

C10-16 AO  

経口投与 

（混餌） 

32週 
雄 40 

雌 195 

雄 196 肝臓重量/体重

比増加 

雄 0, 40, 196, 390 

雌 0, 39, 195, 380 

The Procter & 

Gamble Co. 

(1977A) 

ラット 

C10-16 AO  

経口投与 

（混餌） 

104週 
雄 42.3 

雌 52.6 

雄 87.4 体重増加抑制

雌 107 体重増加抑制 

雄 0, 4.24, 42.3, 87.4 

雌 0, 5.23, 52.6, 107 

Cardin et al. 

(1985) 

LOAEL；最小毒性量 

 

5.1.5 生殖発生毒性 
生殖発生毒性試験の概要を表 7 に示します。生殖発生毒性についてはラットおよびウサ

ギを用いた試験が実施されています。ラットでは、妊娠 7-17日に C12AO（0, 50, 100, 200 mg 

/kg/day）を強制経口投与し、妊娠 20日に母体の 2/3 を帝王切開して胎児の検査を、残りを

自然分娩させて児動物の繁殖能を検査する試験が実施されています。C12AO の 200 

mg/kg/day 投与群において、母体の体重増加抑制等および児動物の発育遅延がみられたが、

児動物の繁殖能に影響はみられなかったことが報告されています。また、ウサギでは、妊

娠 6-18日に C12AO（0, 40, 80, 160 mg/kg/day）を強制経口投与し、妊娠 29日に帝王切開して

胎児の検査を実施した試験において、胎児に異常はみられなかったことが報告されていま
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す。その他、ラットの二世代繁殖試験（混餌）ならびにラットの妊娠 6-19 日に強制経口投

与した試験が実施されていますが、いずれの試験においても AOに生殖発生毒性は認められ

なかったことが報告されています。 

 

表 7. 生殖発生毒性試験の概要 

動物種 
AO 

投与経路 
投与期間 

NOAEL 

(mg/kg/day) 

母動物 

NOAEL 

(mg/kg/day)

胎児 

投与量 

(mg/kg/day) 

 

文献 

ラット 

C12 AO 

経口投与 

（混餌） 

連続（二世代繁殖試験） ＞40 ＞40 

投与開始から 6.5週ま

では 0,750,1500, 

3000ppm ,これ以降は 

0,188,375,750ppm 

(750 ppm は 40 mg/kg 

/day相当) 

Lion Corp. 

(1979) 

ラット 

C12 AO 

経口投与 

（強制） 

F0;妊娠 7-17日(F0;妊娠

20 日に 2/3 を帝王切

開、残りを自然分娩。

F1 は 10 週齢時に同群

内で交配させ、妊娠 20

日に帝王切開) 

100 

(200; 飲水

量および体

重の減少) 

100 

(200;体重

の減少) 

0, 50, 100, 200 
Lion Corp. 

(1980) 

ウサギ 

C12 AO 

経口投与 

（強制） 

F0;妊娠 6-18 日（妊娠

29 日に帝王切開） 
＞160 ＞160 0, 40, 80, 160 

Lion Corp. 

(1981) 

ラット 

C10-16 AO 

経口投与 

（強制） 

F0;妊娠 6-19 日 

25 

(100;母動物

体重増加抑

制) 

25 

(100;胎児

体重増加

抑制) 

0, 25, 100, 200 

The Procter 

& Gamble 

Co. (1999) 

 

 

5.1.6 遺伝毒性 
 C12 AO の遺伝毒性について、ネズミチフス菌を用いた復帰突然変異試験で S9 添加の有

無に関わらず 250μg/plate まで陰性であったこと、枯草菌を用いた DNA 修復試験およびハ

ムスター培養細胞を用いた細胞形質転換試験で陰性であったことが報告されています

（Inoue et al., 1980）。また、C12 AOの 10、100もしくは 1000 mg/kg を飲水投与した雄マウ

スと無処置雌マウスを交配させ、妊娠 13 もしくは 14 日の雌マウスについて着床数、吸収

胚／死胚を調べた優性致死試験で、妊娠率に AO処置雄マウスによる影響はみられなかった
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こと、着床数、吸収胚／死胚数に有意な減少はみられなかったことが報告されています（The 

Procter & Gamble Co., 1983）。 

 

5.1.7 発がん性 
 発がん性についてはラットおよびマウスを用いた試験 (いずれも C10-16AO)が実施されて

います。ラットに AOとして 0、0.01、0.1および 0.2 % (w/v) 含む餌を 104週間与えた慢性

毒性／発がん性併合試験ならびにマウスに AO として 0、0.05、0.13および 0.26 % (w/v)の

濃度で 0.1 mL を 1 回/日、3 日/週、104週間経皮適用した試験において、いずれも発がん

性を示唆するような証拠はみられなかったことが報告されています（Cardin et al, 1985）。  

 

5.2 暴露評価 
ヒトが AOに暴露される代表的な経路として、AOが配合されている製品の使用による経

皮からの暴露が考えられます。AOが配合されている製品としては台所用洗剤、シャンプー

およびボディソープがあげられ、各 AOの配合濃度は台所用洗剤で 7 %、シャンプーおよび

ボディソープで 3 %として、それぞれの経皮暴露量を算出しました。また、経口からの暴露

については、台所用洗剤で洗浄した食器や野菜などに残留した AOおよび飲料水経由の AO

を考慮して、それぞれの経口摂取量を算出しました。 

 

5.2.1 経皮からの暴露 
暴露シナリオとして、台所用洗剤の場合には、食器洗いを 1日 3回（1 回 45 分）、食器

の手洗い中に暴露される手および腕の表面積は 1980 cm2 としました（Human & 

Environmental Risk Assessment on Ingredients of Household Cleaning Products）。また、シャンプ

ーおよびボディソープの場合には、これらの使用を 1 日 1 回（1回 10分）、暴露される身

体面積はシャンプーで 1440 cm2（両手の面積＋頭部の面積の 1/2、THE SCCP'S NOTES OF 

GUIDANCE）、ボディソープで 15100 cm2（暴露係数ハンドブック）としました。 

AO の経皮吸収性については、C12AO をヒトに経皮投与した時の試験が実施されており、

その経皮吸収速度は 0.046μg/時間/cm2 以下（Rice, 1977）と報告されています。体重は 50 kg

とし、それぞれ以下のように経皮暴露量を算出しました。 

 

1) 台所用洗剤の使用による経皮暴露 

［1980 (cm2)×0.046 (μg/時間/ cm2)×45/60(時間)×3（回/日）］/50 (kg) 

＝4.10 (μg/kg/日) 

 

2) シャンプーの使用による経皮暴露 

［1440 (cm2)×0.046 (μg/時間/ cm2)×10/60 (時間)×1（回/日）］/50 (kg) 

＝0.22 (μg/kg/日) 



 

9 
 

 

3) ボディソープの使用による経皮暴露 

［15100 (cm2)×0.046 (μg/時間/ cm2)×10/60 (時間)×1（回/日）］/50 (kg) 

＝2.32 (μg/kg/日) 

 

5.2.2 経口からの暴露 
1) 台所用洗剤で洗浄した食器への残留による経口暴露 

台所用洗剤で洗浄した食器に残留する AOの調査が行われており、洗浄後の C12 AOの残留

量は 0.0013μg/ cm2 であることが報告されています。食器の使用量を 3700 cm2 /ヒト/日（椀

120 cm2×10 枚、皿 50 cm2×50枚として計算）と想定した時の AO摂取量は 4.81μg/ヒト/

日 (西田, 1990)と算出され、これを体重 50kgで除した値を AO暴露量としました。 

 

［0.0013 (μg/cm2)×3700(cm2/ヒト/日)］/50(kg)＝0.10 (μg/kg/日) 

 

2) 台所用洗剤で洗浄した野菜、果物への残留による経口暴露 

近年、野菜や果物を台所用洗剤で洗わなくなりましたが、AOを配合した洗剤で洗った時

の野菜や果物に残留する AOの調査は行われており、野菜はキャベツで 0.78μg/g、ほうれ

ん草で 1.4μg/g、トマトで 0.17μg/g、果物はイチゴ で 0.24μg/g、ブドウで 0.24μg/g 残

留することが報告されています(西田, 1990)。残留量の算出にあたり、野菜の場合には残留

量の高いほうれん草の 1.4μg/gを、果物の場合には 0.24μg/g を用い、ヒトの野菜および果

物の摂取量をそれぞれ 283.9 g/日（暴露係数ハンドブック；15歳以上における平均野菜類摂

取量）、116.4 g/日 （暴露係数ハンドブック；15歳以上における平均果実類摂取量）として

AO暴露量を算出しました。 

 

［1.4 (μg/g)×283.9(g/ヒト/日)＋0.24 (μg/g)×116.4(g/ヒト/日)］/50 (kg)＝8.51(μg/kg/日) 

 

3) 飲料水経由の経口暴露 

飲料水経由の暴露量算出には、調理用および飲水として 2L/日を、飲料水中 AO 濃度は、

日本石鹸洗剤工業会が実施しているモニタリング結果のうち、上水道の取水を行っている

羽村堰および金町における河川濃度の 95 パーセンタイル値である 0.01μg/L および 0.08μ

g/Lのうち濃度の高い 0.08μg/L（日本石鹸洗剤工業会,2002～2008年度調査結果）を用いま

した。 

 

 0.08(μg/L)×2(L/ヒト/日)＝ 0.16 (μg/ヒト/日)   
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5.2.3 暴露量の合計推定量 
経皮および経口からの推定暴露量（EHE）を表 8に示します。AOの EHEは合計で 15(μ

g/kg/ 日)と算出されました。 

 

表 8. 経皮および経口からの推定暴露量 

経皮および経口からの暴露 暴露量(μg/kg/日) 

台所用洗剤を使用した時の経皮暴露 4.10 

シャンプーを使用した時の経皮暴露 0.22 

ボディソープを使用した時の経皮暴露 2.32 

台所用洗剤で洗浄した食器からの経口暴露 0.10 

台所用洗剤で洗浄した野菜、果物からの経口暴露 8.51 

飲料水経由の経口暴露 0.16 

合計推定暴露量（EHE） 15.41 

 

5.3 リスク評価 
リスク評価は、有害性評価によって得られた NOAEL を暴露評価によって得られた EHE

で除して暴露マージン(MOE)を求め、これと不確実性係数とを比較することにより行いまし

た。なお、リスク評価に用いる NOAELおよび不確実性係数については、各評価書における

考え方に基づいた値を用いました。 

 

NEDO 化学物質の初期リスク評価書では、長期の反復投与毒性試験である「ラットを用

いた 104週間の慢性毒性／発がん性併合試験」のNOAELが採用されています。したがって、

MOEの算出には雌雄の NOAELのうち低いほうの 42.3 mg/kg/dayを用いました。また、MOE

と比較する不確実性係数は、動物とヒトの種差 （10）と個人差（10）の積である 100 が

用いられています。なお、AOは母動物に一般毒性を及ぼさない用量で繁殖能や児動物の発

生に対して影響を及ぼさないものと考えられることから、生殖発生毒性のリスク評価は行

われていません。 

 

MOE（NEDO）＝ NOAEL / EHE 

＝ 42.3 (mg/kg/日)/0.015(mg/kg/日) 

＝ 2820 

不確実性係数積（NEDO）；100 

 

SIDS Initial Assessment Report For SIAM 22（DRAFT）では、哺乳類の毒性試験からの最適

な全体的 NOAEL（overall NOAEL）は、証拠の重み付けアプローチ（weight of evidence 

approach）に基づいて 80 mg/kg/day であると決定されました。この値は 91日間のラット混
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餌投与による試験の NOAEL であり、すべての試験における最小 LOAEL より低い最大

NOAEL を意味します。また、MOE と比較する不確実性係数は、動物とヒトの種差（10）

と個人差（10）の積である 100 としました。 

 

MOE（SIDS）＝ NOAEL / EHE 

＝ 80(mg/kg/日)/0.015(mg/kg/日) 

＝ 5333 

 不確実性係数積（SIDS）；100 

 

以上のように、各評価書の考え方に基づいて算出したMOEは、NEDO化学物質の初期リ

スク評価書で 2820、SIDS Initial Assessment Report For SIAM 22（DRAFT）で 5333であり、

いずれも不確実性係数積 100 より大きく、AOのヒト健康に与えるリスクは小さいと考えら

れました。 
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6. 環境リスク評価 

 AOに関する生分解性や水生生物毒性などの環境安全性データは、OECDや国内のリスク

評価書および文献で詳しく報告されています（Belanger et al, 1996; NEDO, 2007; OECD, 2006; 

Sanderson et al., 2009）。本評価書では、日本国内における最新のモニタリングデータと数理

モデルを使い国内の河川暴露濃度の推定を行い、上記文献のハザードデータと比較するこ

とによって AOの環境リスク評価を実施しました。 

 

6.1 環境中運命 
6.1.1 生分解性 

C12AOは、化審法条件（被験物質濃度 100 mg/L、活性汚泥濃度 30 mg/L、試験期間 28日、

好気条件）で生分解性試験を行うと、生物化学的酸素要求量(BOD)に基づく分解度とガスク

ロマトグラフ（GC）測定に基づく分解度がそれぞれ 63 %と 100 %であると報告されていま

す（通商産業省, 1995）。C12AO以外のアルキル鎖長が異なる AOについても OECD試験ガ

イドラインに基づき生分解性が評価されており、多くの試験で易分解性であると報告され

ています（表 9）。また、酸素が存在しない嫌気条件下においても、AOは分解されると報告

されています（The Procter&Gamble, 1996B; The Procter&Gamble, 1996F; Vandepitte and 

Debaere, 2007）。 

以上のことから、AOは好気と嫌気の両条件下において微生物によって分解されやすいと

考えられます。 

 

表 9. AOの生分解性試験結果 

鎖長（平均） 試験法 分解度(%) 文献 

C10 OECD 301E 97 Th. Goldschmidt AG (1997) 

C12.9 OECD 301B 63 The Procter&Gamble (1977B) 

C13 OECD 301D 93 Akzo Chemie (1987) 

C13.5 OECD 301D 82 Akzo Nobel Chemicals (1990I) 

C17.2 OECD 301D 79 Akzo Nobel Chemicals (1990G) 

C18 OECD 301D 60 Akzo Chemical International B.V. (1990G) 

 

6.1.2 下水処理による除去性 
 AO の下水処理による除去率の概要を表 10 に示します。下水処理場における AO の除去

性は、シミュレーションテスト（OECD 303A）で評価されており、99 %以上の高い除去率

を示しています。日本、アメリカおよびオランダでは下水処理場における流入水と放流水

のモニタリングが行われており、除去率は 95～99 %と報告されています。実験室における

検討とモニタリングデータから、下水処理場において、AOは高い除去性を示すことが考え

られます。 
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以上、公定法に基づく生分解性試験結果や下水処理による除去性の結果から、AOは環境中

で速やかに分解、除去されることが予想されます。 

 

表 10. AOの下水処理による除去率 

鎖長 方法 結果 文献 

C12 

C10-16 
OECD 303A >99.8% （親物質の除去） The Procter&Gamble Co.(1996E) 

C12 
シミュレーシ

ョン 
>99.8% （親物質の除去） The Procter&Gamble Co.(1996D) 

C10-16 
下水処理場 

モニタリング

>99%（日本） 

>96%（アメリカ） 

>94.9%～>99.5%（オランダ）

化学物質評価研究機構（2003B） 

The Procter&Gamble Co.(2001), 

The Procter&Gamble Co.(1996A) 

 

6.2 有害性評価 
6.2.1 藻類に対する毒性 
 AO の藻類に対する毒性データの概要を表 11 に示します。AO の Pseudokirchneriella 

subcapitataに対する 72hr 50%生長阻害濃度（EC50）と 72hr 20%生長阻害濃度・速度法（ErC20）, 

10%生長阻害濃度・速度法（ErC10）は、それぞれ 0.01～0.4 mg/Lと 0.052～0.11 mg/Lであり、

Desmodesmus subspicatusに対する 72hr EC50と 72hr ErC20, ErC10は、それぞれ 0.04～0.28 mg/L

と 0.01～0.045 mg/Lであると報告されています。その他の藻類毒性についても報告されてお

り、72hr EC50は 1.7～5.3 mg/Lでした。 

 

表 11. AOの藻類に対する毒性データ 

鎖長 生物種 エンドポイント 毒性値（mg/L） 文献 

<C13 
Pseudokirchneriella 

subcapitata 

72hr EC50 0.01～0.4* 
OECD (2006) 

C12.9 72hr ErC20, ErC10 0.11** 

C12～C18 72hr ErC20, ErC10 0.052 Sanderson et al. (2009)

<C13 
Desmodesmus 

subspicatus 

72hr EC50 0.04～0.28* 
OECD (2006) 

C12.9 72hr ErC20, ErC10 0.01** 

C12～C18 72hr ErC20, ErC10 0.045 Sanderson et al. (2009)

<C13 

Chlorella 

72hr EC50 

1.7 

OECD (2006) Diatoma 2.16 

Anabaena 5.3 

*Bruce and Versteeg (1992)をもとに再計算した値。**Fendinger et al. (1994)をもとに C12.9に規格化した値。 
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6.2.2 甲殻類に対する毒性 
 AO の甲殻類に対する毒性データの概要を表 12 に示します。C12AO のミジンコに対する

48hr EC50は 2.23～3.9 mg/Lと報告されています。長期毒性は 21日間の繁殖を指標とした試

験データがあり、無影響濃度（NOEC）が 0.36 mg/Lと報告されています。アルキル鎖長の

異なる AOの急性毒性と慢性毒性についても報告されており、急性毒性に関しては鎖長が長

くなるほど毒性が強くなる傾向が見られます。長期毒性は 21 日間の繁殖毒性があり、0.28 

mg/Lと報告されています。 

 

表 12. AOの甲殻類に対する毒性データ 

鎖長 生物種 エンドポイント 毒性値（mg/L） 文献 

C12 

Daphnia 

magna 

48hr EC50 

（遊泳阻害） 
2.23～3.9 

環境庁（1996B）、

Kao (2001B) 

21day NOEC 

（繁殖） 
0.36 環境庁（1996B）

21day NOEC 

（致死、成長、繁殖）
0.7 Maki (1979) 

C13～C14 
48hr EC50（遊泳阻害）

1.1～2.9 

OECD (2006) >C16 0.5～0.7 

C12.9 21day NOEC（繁殖） 0.28 

 

6.2.3 魚類に対する毒性 
 AO の魚類に対する毒性データの概要を表 13 に示します。C12AO のヒメダカとファット

ヘッドミノーに対する 96hr 50%致死濃度（LC50）は、それぞれ 29.9 mg/Lと 2.67～3.46 mg/L

です。成長、生存、繁殖および仔魚の生存と生長を指標にしたファットヘッドミノーの 302

日間にわたる長期毒性試験では、NOEC が 0.42 mg/L と報告されています。鎖長の異なる

AOについても報告されており、鎖長が長くなると毒性が強くなる傾向が認められます。 
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表 13. AOの魚類に対する毒性データ 

鎖長 生物種 エンドポイント 
毒性値 

（mg/L） 
文献 

C12 

Oryzias latipes 96hr LC50 29.9 環境庁（1999B）

Pimephales 

promelas 

96hr LC50 2.67～3.46

Procter&Gamble 

(1976A) 

15day NOEC（致死） 0.52 

15day NOEC（成長） >1.03 

302day NOEC（致死） 0.42 

302day NOEC 

（成長、繁殖） 
>0.88 

60day NOEC（致死） 0.42 

60day NOEC（成長） >0.88 

C13～C14 
Danio 

96hr LC50 
1.0～3.4 

OECD (2006) Oncorhynchus 13 

>C16 Danio 96hr LC50 0.6～1.4 

 

6.3 予測無影響濃度（PNEC）の推定 
 PNEC の推定は単一の生物種を用いた実験室レベルの短期または長期毒性試験データに

不確実性係数を適用して行われることが一般的ですが、最新のリスク評価書や文献では、

高次のモデル生態系試験（マイクロコズム）や種感受性分布解析（SSD: Species Sensitivity 

Distribution、統計学的手法で無影響濃度を求める方法）から PNEC を推定しています

（Belanger et al, 1996; HERA, 2007; OECD, 2005; OECD, 2006; Sanderson et al., 2009; Versteeg 

et al., 1999; 山本ら, 2010）。モデル生態系試験と SSDから得られた既存の PNECを表 14に

示します。このモデル生態系試験では、感受性の高い生物種を使っていること、暴露期間

が長期にわたっていることおよび種々のエンドポイントを使って評価していることなどを

理由に不確実性係数 1が採用されています（Belanger et al, 1996; Sanderson et al., 2009）。また、

SSD では、モデル生態系試験よりも安全側に立った評価ができるとして１が採用されてい

ます（Versteeg et al., 1999; Sanderson et al., 2009）。このように、モデル生態系試験と SSDか

ら得られた PNEC は、その妥当性が十分検証されていることから、本評価書の PNEC とし

て採用しました。 
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表 14. モデル生態系と種感受性分布解析から得られた PNEC 

鎖長 手法 エンドポイント 
PNEC 

（μg/L）
文献 

C12.9 

モデル生態系 
群集組成、多様性、

相同性 
50 

Belanger et al.(1996), 

Sanderson et al.(2009) 

種感受性分布解析（SSD） 
致死、繁殖、生長

速度 
23 Sanderson et al.(2009) 

 

6.4 環境暴露評価 
6.4.1 モニタリングデータ 
 AO のモニタリングの概要および河川水中濃度の経年変化をそれぞれ表 15 および図１に

示します。AOの河川中のモニタリングは日本石鹸洗剤工業会が 2002年から C10-16AOにつ

いて毎年行っています（Miura et al., 2008; 日本石鹸洗剤工業会環境年報, 2002-2008）。モニ

タリングは、水質汚濁防止法において利水目的に水産が含まれている AA～C類型水域であ

る関東地方の多摩川（3地点）、荒川（2地点）、江戸川（1地点）および関西地方の淀川（1

地点）において年４回実施されています。測定値は 2002 年が高くなっているのを除いて、

0.01μg/L前後で推移しています。AOの河川中濃度の幾何平均値と 95パーセンタイル値は、

それぞれ 0.012μg/Lと 0.12μg/Lであると報告されています。このほかにも単年でのデータ

ですが、化学物質評価研究機構や環境省で実施したモニタリング結果が報告されています

（化学物質評価研究機構,2003B; 環境省,2006）。それぞれのモニタリング結果は、日本石鹸

洗剤工業会のモニタリング結果と同程度の検出値（化学物質評価研究機構）もしくは低め

の検出値（環境省）となっています。本評価書では、年 4回、6年に渡って定点で調査して

いる日本石鹸洗剤工業会の調査が AO検出濃度の経年動向、季節変動を含めた河川水 AO濃

度の実態をよく表していると考え、日本石鹸洗剤工業会のモニタリングデータの 0.12μg/L

（95パーセンタイル値）を河川中の予測無影響濃度（PEC）としました。 
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表 15. モニタリングの概要 

実施機関 日本石鹸洗剤工業会 化学物質評価研究機構 環境省 

実施年(年) 2002～2008 2001 2004 

サンプリング地点 
多摩川、荒川、 

江戸川、淀川 

利根川水系、荒川水系、

多摩川水系、淀川水系

全国の河川、湖、

港湾 

サンプリング頻度 

（回/年） 
4 １ １ 

サンプル数 196 29 41 

検出範囲（μg/L） nd～1.9 nd～0.37 nd～0.016 

幾何平均値（μg/L） 0.012 0.035 0.0017 

95パーセンタイル 

（μg/L） 
0.12 0.13 0.004 

nd：不検出 

AO濃度（幾何平均）の経年変化
（多摩川、荒川、江戸川、淀川：7地点×4回/年）

0.00

0.01

0.02

0.03

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

調査年度

A
O
濃
度
(μ
g/
L
)

 

図 1.AOの河川中濃度の経年変化（日本石鹸洗剤工業会データ） 

 

6.4.2 数理モデル（AIST-SHANEL）を用いた環境中濃度の予測 
 モニタリングデータは一部の地点に限定されているため、モニタリング地点以外の全国

河川水中濃度を把握するために、水系暴露濃度推定モデル AIST-SHANELを用いて検討しま

した（Ishikawa et al., 2007）。本モデルは、化学物質の物理化学定数と PRTRデータを入力す

ることにより、1 kmの空間解像度での月単位の河川流量、河川水の暴露濃度を予測するこ

とが可能です。このモデルを使って計算された多摩川水系のノニルフェノールや LAS の河

川水濃度が実測値と同じオーダーであることが報告されています（Ishikawa et al., 2007）。

AO の入力パラメータを表 16 に示します。日本石鹸洗剤工業会モニタリング地点と計算値
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の比較を行ったところ、荒川・治水橋と江戸川・金町を除いてオーダーがほぼ同じである

ことが確認できました（表 17）。治水橋と金町の不一致については、下水処理場ごとの AO

除去率の違い、モデルから推定した下水道普及率と実際の普及率の違いなどがあげられま

す。その他にも、実測値がスポット的な値であるのに対しモデル計算値は月平均であるこ

となどが要因として考えられます。モデルにはこのような不確実要因がありますが、全国

の河川水濃度の傾向を把握するには有効であると判断しました。表 18 に全国 13 河川の計

算結果について示します。全国 13 河川水の濃度の 95 パーセンタイル値は、0.005～0.333

μg/Lの範囲になることが分かりました。本評価書では、モデル計算から得られた PECとし

て、最も値の高い石狩川水系の 95パーセンタイル値（0.333μg/L）を採用します。 

 

表 16. 計算に用いた主な入力パラメータ 

パラメータ 値 文献 

処理場除去率 0.99 The Procter&Gamble Co.(1996D, 1996E) 

分子量 229.41 NEDO (2007) 

水溶解度(g/L) 190 Brown et al.(1975) 

Koc（L/kg） 19000 PcKoc Win (2003) 

河川水半減期(day) 4 OECD (2006) 

 

表 17. 実測値と計算値の比較 

 
モニタリング 

（μg/L） 

モデル計算値（μg/L） 

平均 幾何平均 

多摩川 羽村堰 <0.01 0.00043 0.00039 

多摩川原橋 <0.01～0.01 0.048 0.043 

田園調布堰 <0.01～0.06 0.032 0.028 

利根川／

荒川 

治水橋 <0.01～0.05 0.00062 0.00061 

笹目橋 <0.01～0.07 0.038 0.032 

金町 <0.01～0.06 0.0005 0.0005 

淀川 枚方大橋 <0.01～0.03 0.005 0.004 
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表 18. AIST-SHANELを使って推定した河川中の AO濃度（μg/L）* 

水系名 平均 幾何平均 最大値 95パーセンタイル 

石狩川水系 0.039 0.001 0.523 0.333 

阿武隈川水系 0.002 0.0009 0.026 0.006 

利根川水系 0.027 0.004 0.371 0.158 

多摩川水系 0.032 0.010 0.190 0.103 

信濃川水系 0.015 0.002 0.341 0.114 

木曽川水系 0.019 0.003 0.308 0.108 

淀川水系 0.051 0.007 0.313 0.261 

太田川 0.027 0.001 0.462 0.258 

吉野川 0.021 0.0003 0.331 0.253 

筑後川 0.024 0.002 0.432 0.214 

大聖寺川 0.002 0.001 0.005 0.005 

日光川 0.039 0.024 0.125 0.118 

石津川 0.086 0.049 0.340 0.229 

               *各河川の環境基準点について計算を行った 

 

6.5 水生生物に対するリスク評価 
 本評価書で検討した PECおよび PNECのまとめを表 19に示します。モニタリングデータ

および数理モデルから計算された PEC は、モデル生態系、種感受性分布解析（SSD）およ

び慢性影響毒性値から得られた PNEC よりも小さいことから、河川中の水生生物に影響を

与えるリスクは小さいと考えられました。 

 

表 19. PECと PNECのまとめ 

PEC（μg/L） PNEC（μg/L） 

モニタリング：0.12 

モデル計算：0.33 

モデル生態系：50 

種感受性分布（SSD）：23

 

 

7. まとめ 
台所洗剤等に配合されている AO のヒト健康影響と環境影響に関するリスク評価を行っ

た結果、現在の使用状況ではいずれのリスクも低いことが確かめられました。 
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